
船橋市における
子どもと子育てにかかる

現状と課題

第 2章





1　人口等の状況

（ⅰ）過去の人口等の推移

［児童数の推移］

児童数の推移をみると、総人口が増加する傾向にあるのと同様に18歳未満の児童数も増加
傾向で推移しています。
就学前児童数は、近年は微減傾向で推移し、平成26年では34,360人となっていますが、
小学生数については、増加傾向で推移しており、平成26年では33,745人となっています。

■人口・18歳未満児童数の推移

96,811 
98,688 99,765 

100,225 100,418 
101,138 

602,301 
609,987 613,094 614,383 

615,876 620,389 

500,000

550,000

600,000

650,000

80,000

90,000

100,000

110,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

18歳未満児童数人口（人） （人） 

※各年4月1日現在　　　出典：住民基本台帳（平成24年以前は外国人登録を含む）

■就学前児童数・小学生数の推移
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※各年4月1日現在　　　出典：住民基本台帳（平成24年以前は外国人登録を含む）
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［0 ～ 2歳児童数の傾向］

0 ～ 2歳の児童数は平成22年以降、減少傾向で推移していますが、0～ 2歳の保育所入所
児童数は近年増加傾向で推移しており、平成26年には3,731人となっています。

■0 ～ 2歳保育所入所児童数の推移

17,337 17,825 17,683 17,302 16,990 16,818

2,710 2,964 3,213 3,355 3,466 3,731
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※各年4月1日現在

［3 ～ 5歳児童数の傾向］

3 ～ 5歳の児童数は増加傾向で推移していますが、幼稚園在園児数は平成24年の10,506
人をピークに減少に転じています。一方、3～ 5歳の保育所入所児童数は増加傾向で推移して
います。

■3 ～ 5歳幼稚園在園児数・保育所入所児童数の推移

16,653 16,933 17,188 17,465 17,493 17,542

10,281 10,391 10,446 10,506 10,409 10,304

4,504 4,699 4,857 5,087 5,290 5,576

0
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（人） 3～5歳児童数 幼稚園在園児数 3～5歳保育所入所児童数

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
※各年4月1日現在（幼稚園在園児数は文部科学省「学校基本調査」結果、各年5月1日現在）
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［性別年齢別人口比率］

平成22年における本市の性別年齢別人口構成をみると、男女ともに25～ 44歳の人口比率
が全国・千葉県水準よりも高く、いわゆる団塊ジュニア世代を中心とする年齢層が多くなって
います。一方で、55～ 64歳の人口比率が全国・千葉県水準を下回っています。

■男性の年齢階層別人口比率
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出典：平成22年総務省「国勢調査」結果

■女性の年齢階層別人口比率
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出典：平成22年総務省「国勢調査」結果
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［世帯数］

核家族化の進行、人口の増加等を背景に、本市の世帯数2）は増加を続けており、平成22年
には261,070世帯になっています。
このうち、18歳未満の子どものいる世帯は60,018世帯で、平成12年の54,727世帯か
ら近年は増加傾向で推移しています。

■18歳未満の子どものいる世帯の動向

世帯類型 内　　訳

核家族世帯 夫婦と子どもから成る世帯、男親と子どもから成る世帯
女親と子どもから成る世帯

三世代世帯
夫婦・子どもと夫（妻）の両親から成る世帯
夫婦・子どもと夫（妻）の男（女）親から成る世帯
夫婦・子ども・夫（妻）の親と他の親族から成る世帯

その他の世帯 上記以外
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（世帯） （世帯）
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50,601 48,144

5,024
1,559

48,908

4,210
1,918

54,032

3,503
2,483

6,292
1,408

7,912
1,617

世帯数

18歳未満の子どものいる世帯数

核家族世帯 三世代世帯 その他の世帯

出典：総務省「国勢調査」結果

2）�世帯数：国勢調査では、世帯を「一般世帯」と社会施設の入所者等の「施設等の世帯」に分類しており、ここで
示す世帯数とは「一般世帯数」のことである。
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6歳未満の子どものいる世帯は、平成22年は26,949世帯で、平成7年の22,603世帯か
ら増加傾向で推移しています。

■6歳未満の子どものいる世帯の動向

※世帯類型の内訳は18歳未満の子どものいる世帯の動向のグラフに同じ
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出典：総務省「国勢調査」結果

世帯類型別の割合の推移を見ると、核家族世帯の割合は、6歳未満の子どものいる世帯では
平成12年に、18歳未満の子どものいる世帯では平成22年に9割に達しています。また、三
世代世帯の割合が減少している一方で、その他の世帯の割合が増加傾向にあります。

■世帯類型別の割合の推移

区分 世帯類型 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

18歳未満の
子どものいる

世帯

核家族世帯 86.3％ 86.8％ 88.0％ 88.9％ 90.0％

三世代世帯 11.4％ 10.8％ 9.2％ 7.6％ 5.8％

その他の世帯 2.3％ 2.4％ 2.8％ 3.5％ 4.1％

6歳未満の
子どものいる

世帯

核家族世帯 86.8％ 88.8％ 90.6％ 91.5％ 92.9％

三世代世帯 11.6％ 9.4％ 7.3％ 6.1％ 4.7％

その他の世帯 1.6％ 1.8％ 2.1％ 2.3％ 2.4％

出典：総務省「国勢調査」結果
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［合計特殊出生率］

本市の合計特殊出生率をみると、平成24年は1.37で、全国の平均の1.41と比べ下回っ
ていますが、千葉県の平均の1.31に比べ上回っています。また、現在の人口を維持するのに
必要とされる人口置換水準3）である2.07に対して大きく下回っているものの、平成17年の
1.20より回復しつつあると考えられます。

■合計特殊出生率
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昭和60年 1.76 1.75 1.66

平成2年 1.54 1.47 1.39

平成7年 1.42 1.36 1.30
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平成17年 1.26 1.22 1.20

平成22年 1.39 1.34 1.36

平成23年 1.39 1.31 1.38
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出典：厚生労働省「人口動態統計」、船橋市については市統計書による

3）人口置換水準：日本における平成24年の値（国立社会保障・人口問題研究所算出）は2.07となっている。
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［出生時の母親の年齢5歳別割合と女性の労働力率の推移］

本市の出生時の母親の年齢5歳別割合をみると、平成24年では、最も多い年代は30歳代
前半（37.6％）、次いで30歳代後半（26.6％）で、30歳以上が68.8％となっており増加
傾向を示しています。

■出生時の母親の年齢5歳別割合

一方、本市の女性の労働力率は、出産・子育て年齢である30歳代で労働力率が下がる、い
わゆるM字カーブとなっていますが、平成2年から平成22年までの10年ごとの推移を見る
と、30歳代の労働力率が上昇傾向にあるため、カーブは緩やかになってきています。

■女性の労働力率の推移

女性の労働力率を全国・千葉県と比較すると、全体として本市は下回る水準となっています。

■女性の労働力率の比較

出典：平成22年総務省「国勢調査」結果

出典：総務省「国勢調査」結果

出典：�船橋市保健所事業年報
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（ⅱ）今後の児童数の推計
18歳未満の児童数の将来見通しをコーホート要因法4）により推計すると、以下のとおりと
なります。
18歳未満の児童数は減少傾向で推移し、平成31年には98,299人になると見込まれます。
そのうち、就学前児童数は減少傾向で推移し、平成31年には30,064人になると見込まれま
す。
また、小学生数は平成30年の34,445人がピークとなり、平成31年には34,254人にな
ると見込まれます。

■18歳未満児童数・就学前児童数・小学生数の推計

33,924 34,174 34,316 34,445 34,254

33,317 32,554 31,732 30,916 30,064

100,625 100,475 99,992 99,265 98,299
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80,000

100,000
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

小学生数就学前児童数18歳未満児童数（人）

ピーク 

※各年4月1日現在

4）�コーホート要因法：コーホートとは、同年（同期間）に出生した集団のことで、コーホート要因法とはコーホー
トごとに出生、死亡、移動による変化率を求め、将来人口を推計する方法。
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就学前児童数の推計を各歳別に見ると、平成27年から平成31年にかけて各年齢とも減少
傾向となっています。

■就学前児童（0 ～ 5歳）の推計
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33,317

5,784

5,741

5,640

5,604

5,398

5,150

32,554

5,719

5,625
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5,313
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※各年4月1日現在

小学生数の推計を各歳別に見ると、6歳は減少傾向にあり、7歳～ 9歳は全体として増加し
た後に減少に転じ、10歳以上では増加傾向で推移すると見込まれます。

■小学生（6 ～ 11歳）の推計
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5,839

5,769
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5,845

5,771
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5,590
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5,809

5,857

5,774

5,707

5,593

5,514

※各年4月1日現在
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2　子育て支援サービスの提供と利用の動向

新制度における「教育・保育施設等（施設型給付、地域型保育給付）」、「地域子ども・子育
て支援事業」、及びその他の事業の概要とサービス提供状況等は、以下のとおりとなります。

（ⅰ）教育・保育施設等の現状
教育・保育施設等の概要及び本市における利用状況等は以下のとおりです。

❶幼稚園
学校教育法に基づき、都道府県知事の認
可を受けて設置・運営される施設であり、1
日4時間を標準として子どもの教育を行いま
す。対象年齢は満3歳から就学前までです。
※�平成27年度以降は、新制度に移行する幼
稚園と現行制度のままの幼稚園の2つに分
かれます。
◎45園（私立のみ）　◎定員12,330人
◎在園児童数10,304人
� （平成26年5月1日現在）

❷認可保育所
児童福祉法に基づき、都道府県知事（指定
都市・中核市においては市長）の認可を受け
て設置･運営される施設です。対象年齢は生
後57日目から就学前までです。
◎76園（公私立）　◎定員8,603人
◎入所児童数9,302人
� （平成26年4月1日現在）

❸認定こども園
就学前の子どもに関する教育、保育等の総
合的な提供の推進に関する法律（通称：認定
こども園法）に基づき、幼稚園、保育所等の
うち、就学前の子どもに幼児教育・保育を提
供する機能及び地域における子育て支援を行
う機能を備えるものとして都道府県知事から
の認定を受けた施設です。
※�新制度では、幼保連携型認定こども園は、
都道府県知事（指定都市・中核市において
は市長）の認可を受ける学校及び児童福祉
施設として法的に位置づけられます。
◎市内未設置� （平成26年4月1日現在）

［教育・保育施設］（施設型給付）

❹家庭的保育事業
児童福祉法に基づき、市長が認定した家庭
的保育者が、自宅の居室などを保育室として
使い、保護者に代わって、子どもの保育を行
う事業です。対象年齢は生後6か月以上3歳
未満です。
※新制度では、市町村認可事業となります。
◎14事業者　◎利用児童数31人
� （平成26年4月1日現在）

❺小規模保育事業
比較的小規模な人数（6～ 19人）を対象
に保育を行う事業です。対象年齢は3歳未満
です。
※新制度では、市町村認可事業となります。
◎市内未設置� （平成26年4月1日現在）

❻事業所内保育事業
事業者が、小学校就学前の子どもを保育す
る従業員向けに、事業所内または事業所の近
辺に設けた施設で保育を行う事業です。
※�新制度では、従業員の子どもと地域の子ど
もを一緒に保育する場合には、市町村認可
事業となります。
◎19施設� （平成26年4月1日現在）

❼居宅訪問型保育事業
障害・疾病などで個別のケアが必要な場合

などに、保護者の自宅で1対1を基本とする保
育を行う事業です。対象年齢は3歳未満です。
※新制度では、市町村認可事業となります。
◎市内未設置� （平成26年4月1日現在）

［地域型保育事業］（地域型保育給付）

［その他］（給付制度に入らないその他の事業）

❽認可外保育施設
保育を行うことを目的とする認可保育所以外
の施設です。
◎27施設（⑨の認証保育所を除く）
◎定員1,031人� （平成26年4月1日現在）

❾認証保育所
認可外保育施設のうち、一定の基準を満たし、
市から認証された施設です。
◎11施設
◎定員300人� （平成26年4月1日現在）
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（ⅱ）地域子ども・子育て支援事業の現状
「地域子ども・子育て支援事業」の概要及び本市における利用状況等は以下のとおりです。

❶時間外保育事業（延長保育事業）
保護者の就労形態等の事情により、通常の保
育時間を超えて子どもを預かる事業です。
◎私立・公立の全ての認可保育所で実施
� （平成26年4月1日現在）

❼�地域子育て支援拠点事業� �
（子育て支援センター、児童ホーム）
子育て支援の拠点として、子育ての相談や情
報提供、保護者同士の交流会の開催、子どもの
遊び場の提供などを通じて、子育てする方を支
援する事業です。子育て支援センターには、保
育士などの資格を持つ「子育て支援コーディ
ネーター」を配置しています。
◎子育て支援センター 2か所（南本町、高根台）
◎児童ホーム20か所�（平成26年4月1日現在）

❷放課後児童健全育成事業（放課後ルーム）
児童福祉法に基づき、保護者が仕事や病気な
どで、昼間家庭で世話をすることができない小
学生を預かる事業です。子どもに遊びと生活の
場を用意して、その健全な育成を図ります。
※�新制度では、小学校6年生まで対象となりま
す。
◎54校78施設（全小学校区）
◎定員4,509人� （平成26年4月1日現在）

❽一時預かり事業
保護者が仕事や病気などで子どもを保育する
ことができない場合や、育児の疲れをリフレッ
シュしたい場合に、就学前の子どもを一時的に
預かる事業です。
※�新制度では、幼稚園においても在園児を対象
に実施します（これまでは市の実施事業では
ありません）。
◎一時保育（認可保育所）	 市内18か所
◎幼稚園の預かり保育	 市内34か所
�（平成26年4月1日現在、幼稚園の預かり保育
については平成26年6月施設調査時点）

❸子育て短期支援事業
保護者が病気や出産、仕事等で一時的に子ど
もの養育が困難となったときに、宿泊または日
帰りで子どもを預かる事業です。対象年齢は、
1歳以上18歳未満です。
◎児童養護施設「晴香園」（松戸市内の施設を利用）

❾病児保育事業
病気回復期の子ども（病後児）や入院治療の
必要はないが安静が必要な子ども（病児）が、
まだ保育所・小学校等に通えない場合や保護者
の都合（仕事や病気、冠婚葬祭など）で保育で
きない場合に、子どもを一時的に預かる事業で
す。対象年齢は、生後57日目から小学校3年
生までです。
◎病児・病後児保育　4施設
◎病後児保育　1施設�（平成26年8月1日現在）

❹乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
生後60日までの乳児のいる全家庭に、助産
師・看護師・保健師のいずれかが訪問し、乳児
の体重測定や健康状態の把握、育児不安や悩み
などの相談、子育ての支援に関する情報提供を
行う事業です。
※�乳児家庭全戸訪問事業ガイドライン（厚生労働
省）における訪問期間は4か月となっています。

❿ファミリー・サポート・センター事業
子育ての手助けをしてほしい人（利用会員）
と、子育てに協力したい人（協力会員）との会
員組織をつくり、幼稚園、保育所等への送迎や、
通院の際の預かりなど、地域で子育てを支援す
る事業です。対象（利用会員）は、概ね生後6
か月から小学校6年生までの子どもの保護者で
す。

❻�養育支援訪問事業、要保護児童及びDV対策地
域協議会その他要保護児童等の支援に資する事
業（子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業）

■養育支援訪問事業
児童虐待を未然に防止するため、育児ストレ
スや育児不安を抱える養育者等を支援員が定期
的に訪問し、育児相談・指導等を行う事業です。
■子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
要保護児童及びDV対策地域協議会の機能強
化を図るため、職員等の専門性強化とネット
ワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する
事業です。

⓫利用者支援事業
子どもまたは保護者の身近な場所で、教育・
保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供
及び必要に応じた相談・助言等を行うとともに、
関係機関との連絡調整等を実施する事業です。
※新制度では、新規事業として実施します。

❺妊婦健康診査事業
妊娠中の方が、市と契約している医療機関で
妊婦健康診査を受けた場合に、その費用を助成
します。
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3　各教育・保育提供区域の状況

平成26年4月1日現在の各区域の状況は以下のとおりです。
※�幼稚園の定員及び定員充足率は平成26年5月1日現在、病児・病後児保育施設数は平成26年8月1日現在です。

［南部地域］

■地域概要
○�船橋駅周辺の本町地区では、中心的な商業業務
地が形成されており、その周辺に大規模マン
ションや低層住宅地が形成されています。
○�地域南部の湊町地区では、主に大規模商業施設
や企業、工場等の産業系の土地利用がされてお
り、南船橋駅周辺では大規模マンションが建設
され、更に地区内では低層住宅地が形成されて
います。
○�地域北部にJR総武線、京成本線、東武野田線、
東葉高速線、南部にJR京葉線が通り、またター
ミナルである船橋駅を有するなど、交通利便性
が高くなっています。

■人口動向
○��地域の人口は増加傾向で推移しています。
○�0 ～ 5歳の就学前児童数全体では平成25年を
ピークに平成26年は減少しました。3～ 5歳
児は年々増加しているものの、0歳児は平成22
年を、1～ 2歳児は平成23年をピークに、そ
の後減少しています。

【人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

【0～ 5歳人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

6,208 6,651 6,787 6,792 6,905 6,766

■教育・保育施設等の状況
○�認可保育所は地域内にバランスよく立地していますが、幼稚
園は施設数が少なく地域の北西部に比較的集中して立地して
います。待機児童数の状況等を踏まえ、大規模な住宅開発に
よる教育・保育ニーズの動向には十分に留意する必要があり
ます。
○�幼稚園の定員は1,420人で他地域に比べ最も少なく、定員充
足率は約87％となっています。
○�認可保育所の定員は2,070人で、入所率は100％を超えてい
ます。
○認証保育所や認可外保育施設も立地しています。

施設・事業等 実施か所数
幼稚園 6
認可保育所 18
認証保育所 3
認可外保育施設 10
事業所内保育所 4
家庭的保育者 2
一時保育（保育所） 1
病児・病後児保育施設 1
子育て支援センター 1
児童ホーム 3
※�上記「認可外保育施設」には「認証保育所」を含み
ません。

船橋競馬場駅周辺でのマンション開発など、子育て世帯の
転入が予想されます。
湊町地区では、南船橋駅周辺で大規模マンションが建設さ
れたため、地域内に多くの待機児童（特に1～ 2歳）が
発生しています。
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［西部地域］

■地域概要
○�地域北部の法典地区では、緑豊かな台地部に住
宅地が広がっています。地域東部の塚田地区で
は、近年、新船橋駅周辺の工場跡地の大規模開
発に伴いマンションや病院、商業施設が建設さ
れ、急激な人口増加が見られます。
○�地域南部の葛飾地区及び中山地区は、複数の鉄
道路線を有し、通勤に便利な住宅地として急激
に市街化が進行し、生活道路などの基盤整備が
不十分なエリアも見られます。
○�JR総武線、JR武蔵野線、東京メトロ東西線、
東葉高速線、東武野田線、京成本線など多くの
鉄道路線が通り、ターミナルである西船橋駅を
有するなど、交通利便性が高くなっています。

■人口動向
○地域の人口は増加傾向で推移しています。
○�0 ～ 5歳の就学前児童数は、平成22年以降減
少していましたが、平成25年を底に平成26年
は増加しました。平成25年から平成26年にか
けて、0歳児は横ばいでしたが、1～ 2歳児と
3～ 5歳児は増加しました。

【人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

【0～ 5歳人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

9,202 9,267 9,228 9,106 9,039 9,301

■教育・保育施設等の状況
○�幼稚園と認可保育所はバランスよく立地していますが、保育
所待機児童数が市内で最も多い地域となっており、また、大
規模な住宅開発が進められているため、児童数の状況や教育・
保育ニーズの動向に十分に留意する必要があります。
○�幼稚園の定員は2,680人で、定員充足率は約90％となって
います。
○�認可保育所の定員は1,900人で、入所率は110％を超えてい
ます。
○認証保育所や認可外保育施設も立地しています。

施設・事業等 実施か所数
幼稚園 9
認可保育所 19
認証保育所 1
認可外保育施設 10
事業所内保育所 3
家庭的保育者 5
一時保育（保育所） 7
病児・病後児保育施設 1
子育て支援センター ー
児童ホーム 4
※�上記「認可外保育施設」には「認証保育所」を含み
ません。

新船橋駅周辺では、近年大規模開発に伴いマンションが建
設されたため、子育て世帯の転入により、地域内の子ども
の数が急増しています。そのため、塚田地区周辺では認可
保育所の待機児童数の増加が顕著となっています。
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［中部地域］

■地域概要
○�地域東部の高根台地区では、大規模な高根台団
地の建替えが進められています。また、新高根・
芝山地区の飯山満駅周辺で土地区画整理事業に
よる新たな市街地が形成されつつあります。
○�地域西部の夏見地区では、海老川などの河川に
沿った谷津に農地や斜面林が残されており、住
宅地が台地の一部に形成されています。
○�地域内に新京成線と東葉高速線が通っているも
のの、地域の多くは鉄道駅との距離が遠く、公
共交通の利用が不便な地域となっています。

■人口動向
○�地域の人口は、平成22年以降減少傾向にあり
ましたが、平成25年を底に平成26年は増加し
ました。
○�0 ～ 5歳の就学前児童数は近年減少していまし
たが、平成25年を底に平成26年は増加しまし
た。その一方で0歳児は、平成26年が近年最
も少なくなっています。

【人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

【0～ 5歳人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

4,056 4,011 3,952 3,932 3,920 3,977

■教育・保育施設等の状況
○�中部地域では、幼稚園や認可保育所が多く立地していますが、
地域内では外縁部に立地する傾向にあります。
○�幼稚園の定員は2,500人となっていますが、定員充足率は
68.8％と7割を切っており、他の地域よりも低い水準となっ
ています。
○�認可保育所の定員は、0～ 5歳人口が少ない中部地域で1,749
人と高い水準となっていますが、入所率は100％を超えてい
ます。
○認証保育所や認可外保育施設の立地はありません。

施設・事業等 実施か所数
幼稚園 11
認可保育所 16
認証保育所 ー
認可外保育施設 ー
事業所内保育所 5
家庭的保育者 1
一時保育（保育所） 3
病児・病後児保育施設 2
子育て支援センター 1
児童ホーム 4
※�上記「認可外保育施設」には「認証保育所」を含み
ません。

高根台地区では、高根台団地の建替えに伴い、マンション
や分譲住宅が建設されており、子育て世帯の転入が予想さ
れます。
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［東部地域］

■地域概要
○�地域北部の習志野台地区では、大規模な住宅団
地や低層住宅地が形成され、北習志野駅周辺は
地域拠点商業地となっています。また、地区東
部には大学も立地しています。
○�地域南部の前原地区では、津田沼駅周辺や成田
街道沿いに市街地が形成され、その後背に住宅
地が広がっています。地域中部の薬円台地区で
は自衛隊駐屯地が、地域東部の三山・田喜野井
地区では、工業団地、大学が立地するなど、多
様な市街地が展開されています。
○�JR総武線、新京成線や東葉高速線など、地域
内に鉄道駅が多く、ターミナルとなる北習志野
駅と津田沼駅も有しています。

■人口動向
○�地域の人口は平成25年まで年々増加していま
したが、平成26年は減少しました。
○�0 ～ 5歳の就学前児童数は、平成24年まで横ば
い傾向でしたが、その後減少しています。平成
25年から平成26年にかけては、1～ 2歳、3
～ 5歳が減少する中で、0歳児は増加しました。

【人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

【0～ 5歳人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

9,156 9,186 9,168 9,176 8,939 8,753

 

 

■教育・保育施設等の状況
○�東部地域では、幼稚園と認可保育所はバランスよく立地して
いますが、今後の保育所待機児童数の状況等を踏まえる必要
があります。大規模な住宅が開発されており、教育・保育ニー
ズの動向にも十分に留意する必要があります。
○�幼稚園の定員は3,610人で他地域に比べ最も多く、定員充足
率は約87％となっています。
○�認可保育所の定員は1,809人で、入所率は100％を超えてい
ます。
○認証保育所や認可外保育施設も立地しています。

施設・事業等 実施か所数
幼稚園 12
認可保育所 17
認証保育所 5
認可外保育施設 7
事業所内保育所 4
家庭的保育者 3
一時保育（保育所） 5
病児・病後児保育施設 1
子育て支援センター ー
児童ホーム 5
※�上記「認可外保育施設」には「認証保育所」を含み
ません。

東部地域は、西部地域と同様に0～ 5歳人口が市内でも
多い地域となっているため、認可保育所においては、1～
2歳を中心に、各年代で待機児童が多く発生しています。

前原地区や薬円台地区でマンション建設が続いたため、多
くの子育て世帯が転入しています。
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［北部地域］

■地域概要
○�地域北部の豊富地区では、農地が広がる中に千
葉ニュータウン小室地区や船橋ハイテクパーク
などが開発され、また坪井地区では土地区画整
理事業による大規模な住宅地が形成されていま
す。
○�地域西部の二和、三咲、八木が谷地区では、新
京成線の鉄道駅を中心に住宅地が形成されてお
り、その後背には緑豊かな環境が広がっていま
す。
○�地域北部に北総線、西部に新京成線、南部に東
葉高速線が通っているものの、豊富地区は面積
が広いことから鉄道駅との距離が遠いエリアも
多く、バスの便数も少ないなど公共交通の利用
が不便な地域となっています。

■人口動向
○地域の人口は、増加傾向で推移しています。
○�0 ～ 5歳の就学前児童数は、平成24年をピー
クに減少しています。0歳児は平成25年まで
年々減少していましたが平成26年は増加しま
した。1～ 2歳児は平成22年、3 ～ 5歳児は
平成24年をそれぞれピークに、その後減少し
ています。

【人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

【0～ 5歳人口動向】� 単位：人　※各年4月1日現在

5,368 5,643 5,736 5,761 5,680 5,563

 

 

■教育・保育施設等の状況
○�北部地域の施設は、地域内の南部に比較的集中しており、人
口の少ない地域内北部には少なくなっています。幼稚園にお
いては園バスの運行が行われていることを踏まえるとサービ
ス利用上の不便さはそれほど大きくはないと考えられます。
待機児童数の状況や大規模な住宅開発の動向等を踏まえ、教
育・保育ニーズの動向には十分に留意する必要があります。
○�幼稚園の定員は、2,120人となっており、定員充足率は約
85％となっています。
○�認可保育所の定員は1,075人で、入所率は100％を超えてい
ます。
○認証保育所も立地しています。

施設・事業等 実施か所数
幼稚園 7
認可保育所 9
認証保育所 2
認可外保育施設 ー
事業所内保育所 3
家庭的保育者 3
一時保育（保育所） 2
病児・病後児保育施設 ー
子育て支援センター ー
児童ホーム 4
※�上記「認可外保育施設」には「認証保育所」を含み
ません。

北部地域は、認可保育所の待機児童数は比較的少ない傾向
にありますが、坪井地区では、船橋日大前駅周辺でマン
ション建設や大規模分譲住宅地開発が進んでおり、今後も
子育て世帯の転入が予想されます。
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高根台地区では、高根台
団地の建替えに伴い、マ
ンションや分譲住宅が建
設されており、子育て
世帯の転入が予想されま
す。

新船橋駅周辺では、近年
大規模開発に伴いマン
ションが建設されたた
め、子育て世帯の転入に
より、地域内の子どもの
数が急増しています。

船橋競馬場駅周辺でのマ
ンション開発など、子育
て世帯の転入が予想され
ます。

湊町地区では、南船橋駅
周辺で大規模マンション
が建設されたため、子育
て世帯の転入が増加して
います。

前原地区や薬円台地区でマンション建設が続いた
ため、多くの子育て世帯が転入しています。

坪井地区では、船橋日大前駅周辺でマンション建
設や大規模分譲住宅地開発が進んでおり、今後も
子育て世帯の転入が予想されます。

《教育・保育提供区域の比較》

幼
　
稚
　
園

○�幼稚園の定員充足率は市全体で83.6％となってい
ますが、中部地域は68.8％と、他地域に比べ低く
なっています。

（％）
120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0
南部市全体 西部 中部 東部 北部

83.6 87.0 90.0

68.8

86.7 85.3

幼稚園定員充足率（平成26年5月現在）

放
課
後
ル
ー
ム

○�放課後ルームの学年別待機児童数をみると、低学
年は西部地域、高学年は東部地域で多くなってい
ます。

○�利用状況を全学年で比較すると、各地域では約
600～ 1,100人の利用がありますが、東部地域で
の利用者数が多くなっています。

人
　
　
口

認
可
保
育
所

○�待機児童数は300人を超えており、西部地域で半
数近くを占めています。

○�認可保育所入所率は、西部地域が112.2％、南部
地域が109.4％で、他地域に比べ高くなっていま
す。

（人）
180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

0

113,735

147,849

地域別人口（平成26年４月現在）

81,541

南部 西部 中部 東部 北部

169,840

107,424

地域別０～５歳人口（平成26年４月現在）（人）
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
南部 西部 中部 東部 北部

0歳　　　1～2歳　　　3～5歳

6,766

3,358

2,238

1,170

9,301

4,632

3,168

1,501

3,977

2,014

1,377
586

8,753

4,512

2,839

1,402

5,563

3,026

1,737
800

6,766

3,358

2,238

1,170

9,301

4,632

3,168

1,501

3,977

2,014

1,377
586

8,753

4,512

2,839

1,402

5,563

3,026

1,737
800

（人）
400

300

200

100

0
南部市全体 西部 中部 東部 北部

0歳　　　1～2歳　　　3～5歳

323
27

285

11

72 3
68 1

153
10

141
2
28 1
27 0

63 12
43 8

323
27

285

11

72 3
68 1

153
10

141
2
28 1
27 0

63 12
43 8 7

1
6
0

保育所待機児童数（国基準）（平成26年4月現在）

（％）
120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0
南部市全体 西部 中部 東部 北部

108.2 109.4 112.2 106.6 106.1 104.9

認可保育所入所率（平成26年4月現在）

（人）
400

300

200

100

0
南部市全体 西部 中部 東部 北部

低学年　　　高学年

335

211

124

110
33
77

62
47 15 22 616

96

92
4

45

335

211

124

110
33
77

62
47 15 22 616

96

92
4

45 3333

1212

（人）
5,000

2,500

0
南部市全体 西部 中部 東部 北部

7771,133
594

972901

4,377

放課後ルーム待機児童数（平成26年4月現在）

放課後ルーム利用児童数（平成26年4月現在）
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本市における子育て支援施策の毎年度の分析・評価結果や子育て支援サービスの提供と利用
の動向等の現状、及び平成25年11月に実施した子ども・子育て支援に関するアンケート調
査結果等から導き出された主要な課題は以下のとおりです。

課題1　幼児期の教育・保育の充実

《教育・保育施設及び事業の充実》

就学前児童のいる保護者へのアンケートでは、幼稚園や保育所等を選ぶときに重視すること
は「家から近い」が最も多く、次いで「園庭がある」「教育・保育方針がしっかりしている」等、
施設の環境や教育・保育方針についての関心が高いことがわかります。
一方、出産を控えた母子健康手帳交付者へのアンケートでは、就学前児童へのアンケートと
概ね同様の回答が多い中、「費用が安い」「施設の設備が充実している」のほか、「職場への通
勤に便利」という回答も、多くの割合を占めています。
家から通いやすい地域における教育・保育の確保が必要であると同時に、利便性や費用・設
備といった面での充実も求められています。

■幼稚園・保育所等を選ぶときに重視すること（複数回答）

83.9%

66.9%

61.9%

45.1%

43.3%

38.7%

31.4%

29.8%

23.3%

22.3%

14.3%

13.2%

9.1%

8.9%

7.9%

3.5%

7.2%

0.6%

86.5%

56.5%

67.3%

60.4%

65.4%

39.6%

25.0%

46.9%

16.9%

14.6%

17.7%

0.0%

1.9%

5.4%

5.8%

0.0%

3.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家から近い

園庭がある

教育・保育方針がしっかりしている

施設の設備が充実している

費用が安い

しつけがしっかりしている

送迎バスがある

職場への通勤に便利

独自の教育カリキュラムがある

集団教育・保育を実施している

親族・知人等のすすめ

アレルギーに対応している

異年齢混合である

少人数の教育・保育を実施している

保護者が参加できる行事などが多い

障害児保育をしている

その他

無回答

就学前

母子健康手帳交付者

� 出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査、母子健康手帳交付者調査）結果

2 課　題
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《保育所の待機児童解消》

船橋市における認可保育所の定員は、過去6年間で約1,800人増加していますが、同時に
保育需要の増加も著しいことから、待機児童の増加が続いており、平成26年4月1日現在の
保育所待機児童数（国基準）は323人となっています。
また、就学前児童のいる保護者へのアンケートでは、保護者の現状の就労状況（現在）と今
後の就労の希望（潜在）を比較すると、専業主婦（夫）の割合が希望では減り、共働き世帯と
なることを希望する割合が潜在的に多いことがわかります。一方で、保護者のニーズは多様化
していることから、今後、こうした潜在需要も満たす保育の量の確保を多様な選択肢により進
める必要があります。

■保育所の定員・入所児童数・待機児童数の推移

7,214 7,663 8,070 8,443 8,755 9,307

94 174 152 183 227 323

6,769 7,044 7,434 7,725 7,955
8,603

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

定員 入所児童数 待機児童数（国基準）（人）  

※各年4月1日現在

■保護者の就労状況と今後の就労希望　　　　■幼稚園・保育所等の中でもっとも利用したいもの

現在（現状）

潜在（希望）

その他 8.0％

専業主婦（夫）世帯
48.4％

共働き世帯等
43.6％

専業主婦（夫）世帯
40.2％

共働き世帯等
47.8％

その他 12.0％

30.1%

27.3%

0% 20% 40% 60%

24.7%

10.0%

0.7%

0.6%

0.4%

0.2%

0.2%

0.1%

0.0%

0.6%

5.0%

46.1%

15.1%

19.4%

4.3%

1.2%

0.0%

0.4%

0.0%

1.2%

0.4%

0.4%

0.4%

11.2%

認可保育所

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

幼稚園

認定こども園

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター

小規模な保育施設

認証保育所

居宅訪問型保育

その他の認可外の保育施設

家庭的保育

その他

無回答 f

就学前

母子健康手帳交付者

現在（現状） 潜在（希望） 増減見込
専業主婦（夫）世帯の割合 48.4％ 40.2％ ↘8.2％減

共働き世帯等の割合 43.6％ 47.8％ ↗4.2％増
出典：�船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学

前児童調査）結果

出典：�船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケー
ト調査」（就学前児童調査、母子健康手帳交
付者調査）結果
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課題2　放課後の居場所づくり

子どもが保育所から小学校に上がる際に、共働き家庭等の保護者が放課後の預け先に悩み、
働き続けるのが難しくなる「小1の壁」という問題が近年言われています。こうした家庭に対
する切れ目のない支援を継続するためには、学齢や親の就労状況等に応じた需要の把握に努め、
放課後児童健全育成事業（放課後ルーム）をさらに充実させていくことが必要となります。
また、親の就労状況にかかわらず放課後の過ごし方が多様化している中で、総合的な放課後
児童対策としての子どもの放課後の居場所づくりを地域との関わりの中で進めていくことも、
今後の課題となります。

■放課後ルームの定員・入所児童数・待機児童数の推移

入所児童数 待機児童数（1～6年生）定員

3,801 3,806 3,866 3,952 4,129 4,377

194 130 107 153 243 335

3,944 4,164 4,265 4,300 4,422 4,509

0

2,000

4,000

6,000
（人）

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

※各年4月1日現在　　
※定員に対して利用希望の多い放課後ルームでは待機児童が生じています。　

■小学生調査　希望する放課後の過ごし方（複数回答）

74.2%

69.5%

36.2%

34.7%

34.1%

30.4%

30.1%

23.2%

14.2%

0.0%

17.1%

2.3%

68.5%

58.9%

31.0%

30.4%

21.6%

22.3%

26.1%

19.0%

12.3%

58.1%

13.4%

8.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

学習塾・習い事（ピアノ教室など）

自宅

友人・知人宅

放課後子供教室

放課後ルーム（学童保育）

児童ホーム

地域のクラブ（サッカークラブなど）や子ども会

祖父母宅

ファミリー・サポート・センター

部活動

その他

無回答

小学校低学年のとき

小学校高学年のとき

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（小学生調査）結果
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課題3　障害児支援等の充実

市内のこども発達相談センターにおける発達相談の件数は増加傾向にあります。こうした相
談体制を含め、障害児等特別な支援が必要な子どもが身近な地域で安心して生活することので
きる環境を地域全体で支援していく必要があります。

■こども発達相談センターにおける発達相談件数の推移

3,984 3,678
4,326 4,4545,000

2,500

0

（件）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

■障害児等の利用人数の推移

41
33 40 44

53
69

83 81
66

95

85
99 94 102 107

0

20

40

60

80

100

120

幼稚園 保育所 放課後ルーム（人）  

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

※幼稚園については、各年5月1日現在で私立幼稚園運営費補助（障害児指導補助）の対象となる人数。
※保育所・放課後ルームは各年4月1日現在の人数。

■児童発達支援センター在籍人数の推移

33 31 28 36 35

33 34 35
34 34

66 65 63
70 69

0

20

40

60

80
とらのこキッズさざんか学園（人）  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

36

2　課題


第
2
章
船
橋
市
に
お
け
る
子
ど
も
と
子
育
て
に
か
か
る
現
状
と
課
題



課題4　子どもと母親の健康増進と支援

子どもの健やかな育ちのためには、子どもや母親の健康の確保や増進が不可欠です。
また、健康診査や訪問指導を通じて、子育ての不安や悩みの相談に応じ、子育てに関する情
報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対しては適切なサービスにつなげることも必要と
なります。

■妊婦健康診査受診率、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）訪問率の推移

妊婦健康診査 乳児家庭全戸訪問事業

受診票交付者数
（妊娠届出者数）

妊婦健康診査回数
（公費負担件数）

妊婦健康診査
受診率 訪問件数 訪問率

平成22年度 6,408人 73,226件 95.6％ 5,469件 93.8％

平成23年度 6,134人 70,758件 96.6％ 5,482件 97.0％

平成24年度 6,125人 70,261件 96.0％ 5,224件 93.8％

平成25年度 5,932人 69,162件 96.2％ 5,467件 99.2％

※妊婦健康診査受診率は、初回の受診票利用者数／受診票交付数から算出。
※�乳児家庭全戸訪問事業訪問率は、その年の0歳児人口を母数として算出。なお、乳児家庭全戸訪問は4か月以内に行うことと
なっているため、月齢が4か月を超えた場合には訪問件数には算入していない（4か月を超えても訪問は実施）。

■乳児一般健康診査受診件数及び受診率の推移

対象者数 3 ～ 6か月児の
受診件数

9 ～ 11か月児の
受診件数 受診率

平成22年度 5,926人 5,559件 5,104件 90.0％

平成23年度 5,791人 5,395件 5,038件 90.1％

平成24年度 5,738人 5,274件 4,803件 87.8％

平成25年度 5,765人 5,295件 4,753件 87.1％

※�受診率については、3～ 6か月児の受診件数と9～ 11か月児の受診件数の平均件数を対象者数（4か月児健康相談）で割り
返して算出。
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課題5　親子のふれあいの場づくり

就学前児童の保護者へのアンケートでは、保護者の半数以上が子育てに不安や負担を感じて
いるという結果が出ています。住み慣れた地域の中で孤立感を感じることなく、安心して子育
てできる環境を整えていく必要があります。

■「親の責任として、子育てに不安や負担を感じる」割合

無回答
0.5％ よく感じる

11.4％

時々感じる
45.1％

あまり感じない
34.3％

全く感じない
8.8％

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査）結果

■子育て中の親が集える場所の整備に係る国や自治体への期待

就学前児童調査

母子健康手帳交付者調査

0 50 100（％）

44.2 44.4

8.3 1.5

1.7

49.6 35.8

8.1 0.8

5.8

積極的に進めるべき
行う必要はない

あまり行う必要はない今のままでよい
無回答

出典：�船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査、母子健康手帳交付者調査）結果

38

2　課題


第
2
章
船
橋
市
に
お
け
る
子
ど
も
と
子
育
て
に
か
か
る
現
状
と
課
題



課題6　子育てを支える多様なサービスの充実

近年、就労形態の多様化が進んでおり、現在就労していない人も短時間等の勤務も含めた就
労希望が増えていくことが見込まれます。また、不定期の就労や、日常生活の中での急用、病
気やケガなどで一時的に保育が必要となるというケースもあり、今後、子育てを支える様々な
形態のサービスの充実が必要となります。

■一時預かりの現在の利用状況と今後の利用意向

■多様な保育サービスに係る国や自治体への期待

■一時保育利用者延べ人数の推移

■病児保育利用者延べ人数の推移

16,644
18,662 19,598 20,622 20,630

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
（人）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

859
1,003

1,690 1,719 1,800

0

500

1,000

1,500

2,000
（人）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

利用状況

利用意向

0 50 100（％）

20.9 71.7 7.5

53.5 38.2 8.3

利用している・したい 利用していない・必要はない 無回答

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査）結果

 
積極的に進めるべき
行う必要はない

あまり行う必要はない今のままでよい
無回答

幼稚園・保育所の開所時間の延長

病児・病後児保育の充実

0 50 100（％）

69.0 26.7

2.5 0.8

71.3 24.1

1.0

2.3 0.5

1.8

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査）結果
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課題7　利用者支援と情報提供・相談体制の確保

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化により、身近な人から子育てに関する助言や支援
を得ることが難しい状況となってきています。また、子ども・子育て支援新制度では新たな給
付の仕組みが始まり、これまでよりも施設や事業の種別も増えるため、今後、相談や情報提供
体制の充実はもちろん、円滑な利用につなげられるような利用者支援の体制を整えていく必要
があります。

■どのような子育て情報を知りたいか（上位5位）

（％）

病院（小児科）・休日当番医等に関する情報

子育て支援施設（幼稚園・保育所等）の受け入れに関する情報

乳幼児健診、予防接種等に関する情報

しつけ・成長等子育てに関する情報

子どもに関する手当（児童手当・医療費助成等）に関する情報

0 25 50

37.3

35.4

32.6

25.8

46.4

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査）結果

■母子健康相談の延べ相談者数

3,584 3,066 2,653
3,630 3,246

3,168
3,380 4,045

2,988 3,189

6,752 6,446 6,698 6,618 6,435

0

2,000

4,000

6,000

8,000
窓口相談地区健康相談（件）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

40

2　課題


第
2
章
船
橋
市
に
お
け
る
子
ど
も
と
子
育
て
に
か
か
る
現
状
と
課
題



課題8　ひとり親家庭への支援

本市の児童扶養手当認定者5）数は、平成21年から平成25年までの5か年で11.7％増加
しています。このうち、父子家庭の認定者数は、平成23年から平成25年までの3か年で
34.6％増加しています。また、平成25年8月に実施したひとり親家庭を対象としたアンケー
トによれば、ひとり親家庭における子どもの年代別割合は、13.0％が就学前児童となっており、
小学生は全体で最も多い29.4％を占めています。こうした状況を踏まえ、親の就労支援等に
よる自立の促進なども含め、支援の推進が必要です。

■児童扶養手当認定者数及び受給者数の推移

3,267 3,405 3,667 3,698 
3,650 

2,352
2,854

3,109 3,094 3,095

0

1,000

2,000

3,000

4,000
認定者数 受給者数（人） 

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
※各年4月1日現在

　上記のうち、父子家庭の児童扶養手当認定者6）数及び受給者数の推移
平成23年 平成24年 平成25年

認定者数（人） 136 177 183
受給者数（人） 105 149 129

※各年4月1日現在

■ひとり親家庭の子どもの年代別割合
就学前児童
13.0％

小学生
29.4％

中学生
21.5％

高校生
24.4％

その他
11.7％

出典：「船橋市母子家庭等の支援に関するアンケート調査H25」結果

5）�児童扶養手当認定者：離別や死別等により、現に父、母、または両親と生計を同じくしていない児童を監護して
いる母子家庭の母、父子家庭の父、または祖父母等の養育者であって、児童扶養手当法に基づく児童扶養手当の
認定請求を行い、市長が認定した者。なお、児童扶養手当認定者のうち、所得制限等の条件を満たした者が手当
を受給できる。

6）�父子家庭の児童扶養手当認定者：児童扶養手当法の改正により、平成22年8月1日より認定対象が父子家庭の
父へ拡大された。
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課題9　経済的な支援

就学前児童や小学生の子どもがいる保護者へのアンケートでは、子どもの医療費の助成や手
当て等、経済的支援に対するニーズが高くなっています。今後も引き続き、子育て家庭への支
援を行っていく必要があります。

■経済的支援に係る国や自治体への期待

出産費用や育児にかかる医療費の負担軽減

幼稚園や保育所の費用や教育費の負担軽減

子育て家庭への手当の支給や税制優遇措置

0 50 100（％）

0.6 0.2

0.3 0.2

0.8 0.5

0.8

0.7

1.0

積極的に進めるべき
行う必要はない

あまり行う必要はない今のままでよい
無回答

81.1 17.4

89.4 9.4

84.0 13.8

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（就学前児童調査）結果

■子ども医療費助成件数及び助成対象の推移

子ども医療費
延べ助成件数（件）

市助成対象（所得制限なし）

入院 通院

平成21年度 631,699 ～  9月 ：小学校就学前まで
10月～：小学校6年生まで 小学校就学前まで

平成22年度 738,316 小学校6年生まで 12月～：小学校3年生まで

平成23年度 947,937 小学校6年生まで 10月～：小学校6年生まで

平成24年度 1,130,375 12月～：中学校3年生まで 小学校6年生まで

平成25年度 1,216,277 中学校3年生まで 8月～：中学校3年生まで
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課題10　子育てを支援する地域社会づくり

少子高齢化の進行、地域のつながりの希薄化等により、地域の子育て力の低下が懸念されて
います。子どもの健やかな育ちを実現するために、地域社会全体で子どもと子育て家庭を支援
する仕組みづくりを進める必要があります。

■社会で子育てを支援するために必要なこと（複数回答）

67.6%

64.0%

63.5%

57.3%

53.9%

49.4%

41.6%

39.6%

28.9%

26.0%

4.9%

4.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子どもが良くないことをしているときに、注意すること

子どもが危険な時に手助けや保護をすること

障害を持つ子どもに対して理解を示すこと

子ども連れで交通機関や施設を利用する時に困っていたら手助けすること

子どもが良いことをしているときにほめること

気軽に声をかけあうなど、子どもや子育て中の親にかかわること

緊急の用事などの時に一時的に子どもを預かること

子育てに関する相談にのること

子どもの遊びや活動などの機会にかかわること

幼稚園・保育所・学校等の保護者の活動に積極的にかかわること

その他

無回答

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（市民調査）結果

課題11　児童虐待の予防・防止

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化、経済状況や就労環境の変化等により、子育てに
対する不安や負担を感じる保護者が多くなっています。また、児童虐待の相談受付件数は平成
18年度以降増加傾向にあり、その発生予防及び早期発見・早期対応のため、関係機関との連携・
強化をよりいっそう図っていく必要があります。

■児童虐待相談受付件数の推移

（件）
500

400

300

200

100

0
平
成
21
年
度

平
成
20
年
度

平
成
19
年
度

平
成
18
年
度

平
成
22
年
度

平
成
23
年
度

平
成
24
年
度

平
成
25
年
度

市川児童相談所（船橋市分）家庭児童相談室

85

98 152 191 222 226 276 432 376

159
226 234

373
420 398

345
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課題12　仕事と家庭の両立支援

共働き家庭の増加やライフスタイルの多様化が進む中、仕事と家庭生活・子育てなどの両立
の難しさが問題となっています。仕事と家庭の調和を保ち充実させていくために、また地域に
おける子育て家庭への理解を深めるためには「ワーク・ライフ・バランス」の考え方の普及を
よりいっそう図っていく必要があります。

■ワーク・ライフ・バランスの認知度

言葉もその内容も
知っている
18.6％

言葉は聞いたことがあるが、
内容までは知らない

30.2％

無回答
6.0％

言葉も内容も知らない
45.2％

出典：船橋市「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」（市民調査）結果

■育児休業取得率（全国）

85.6 83.7 87.8 83.6 83.0

1.72 1.38 2.63 1.89 2.03
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

女性 男性（％）  

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」結果
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